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　平成　　年　　月　　日

農地法第３条第１項の規定による許可処分取消通知書

譲 渡 人　住所

（設 定 者）氏名

　譲 受 人　住所

（被設定者）氏名

　農業委員会会長　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　平成　　年　　月　　日付け　　指令第　　　　号をもってした農地法第３条第３項の適用を受けた同条第１項の許可について、同法第３条の２第２項第１号（第２号）に該当することから、下記により当該許可を取り消します。
記

１　許可を取り消す農地の所在等　
	所　　在　・　地　　番
	地　　目
	面　積
	備　　考

	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	㎡
	


２　農地法第３条の２第２項第１号（第２号）に該当する事由
教示

１　この処分に不服があるときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第255条の２の規定により、この処分があったことを知った日から60日以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に、審査請求書（行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第15条に規定する事項を記載しなければなりません。）正副２通を香川県知事に提出して審査請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日から60日以内であっても、処分の日から１年を経過したときは、審査請求をすることはできません。）。

２　この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６か月以内（裁決があったことを知った日の翌日から起算します。）に、○○市（町）を被告として（訴訟において○○市（町）を代表する者は、農業委員会となります。）、提起することができます（なお、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６か月以内であっても、裁決の日から１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできません。）。

３　この処分の取消しの訴えは、農地法（昭和27年法律第229号）第54条第１項の規定により、この処分についての審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

　　この場合においては、処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日から６か月以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に提起することができます（なお、処分があったことを知った日から６か月以内であっても、処分の日から１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできません。）。

　①　審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。

　②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

　③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
